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第５章   活性化 

 

１ 主な取組内容 

(１) 平成27年度においては、労働委員会の認知度向上に向けた制度周知の取組として、

平成26年度に本県労働委員会が独自に作成した、公労使三者構成の特長等を掲載する

ポスター・チラシやのぼり旗を、ハローワークや商工団体等の関係機関、スーパー、

コンビニ等に広く掲示、配架などするとともに、広報媒体やホームページ、就職情報

誌などを活用したＰＲ活動を積極的に行った。 

(２) また、制度周知と併せて、特に県民サービスの向上につながる取組として、「労働

相談専用フリーダイヤル」を引き続き運用するとともに、委員が県内12地区に出向い

て土日に開催する「出前無料労働相談会」、労働者・経営者団体に出向いて紛争解決

のポイント等を紹介する「出前講座」を実施したほか、遠隔地にある事業所所在地で

の「現地あっせん」や「夜間あっせん」を実施するなど、県民の利便への配慮にも努

めた。 

(３) さらに、今年度が 労働委員会制度創設70周年となるのを契機として、平成27年10

月の「個別労働紛争処理制度周知月間」に合わせ、「月例無料労働相談会」、「学校で

の出前講座」を開始した。また、同周知月間の取組として、県内大手バス会社２社の

路線バス全車両への「バス車内広告」も実施したところ。 

(４) 労働委員会内部における取組としては、平成27年10月から新たに、資質の向上に向

けて、終結した事件についての委員間の情報共有やノウハウの蓄積に資する「審査・

あっせん等終結事案研修会」や、労働相談の概要の定例総会への月例報告を開始する

とともに、「委員による講話」を年間３回開催することとした。 

(５) 労働委員会への労働相談件数は、平成25年度のフリーダイヤル設置以降大幅に増加

したが、上記のような積極的なＰＲ活動等の取組のほか、制度創設70周年を契機とし

た新たな取組の開始に向けた記者会見（発表者：会長や労使委員等）の実施によりマ

スコミに多くの記事が掲載されたことなどから、今年度の労働相談件数が前年度を大

きく上回るなど増加傾向が継続しているほか、個別労働関係紛争に係る申請件数も今

年度増加するなど、労働委員会の認知度は徐々にではあるが、高まってきているもの

と考えられる。 

 

２ 今後の取組 

 (１)  平成27年度中に策定する次期活性化計画においても、引き続き、制度の周知をはじ

め、各分野の取組を積極的、計画的に実施しながら、県民にとってより身近で利用し

やすい機関となるように努めていくものとする。 

(２) また、次期計画の初年度となる平成28年度においては、平成27年９月の臨時総会で

決定したとおり、ポスター・チラシの掲出、配架等の継続や、労働委員会独自のテレ

ビ広告の実施など、積極的に制度の周知を図るとともに、一層の資質の向上を図るた

め、全国労働基準関係団体連合会が主催する個別労働紛争解決研修（応用研修）等に

委員及び事務局職員を計画的に派遣することなどを予定している。 
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（他県取組事例調査の準備） 他県取組事例調査 臨時活性化検討委員会 予算要求
○予備調査等 ○書面調査（6/19〆切） （訪問調査） （定例総会前） ※平成28年度予算要求書提出期限（11/5）

9/18● 　（次期活性化計画平成28年度分）

本県と同程度の規模の労働委員会の ●7/14島根県 ①他県取組事例調査の結果報告

中から、個別労働関係紛争あっせん等 ●7/31新潟県 ②次期活性化計画における主な取

の取組に成果をあげている県を調査 　組の検討

（昨年度及び今年度にかけて４県の調 （各側検討委員、事務局） ③平成28年度予算要求に係る取組

査を実施） 　の検討

◎労働相談専用フリーダイヤルの運用 新たな取組（10月以降）
●独自のポスター・チラシの掲示・配架、のぼり旗の活用 ●8/28

（H27.12.31）
平成27年度労働委員会活性化の取組と今後の方向（概要）

-
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3 
-

◎広報媒体・ＨＰによるＰＲ ①労働委員会制度の周知に関する新たな取組 活性化検討委員会
◎出前無料労働相談会の実施（土、日に県内12地区で） ②労働委員会内部における新たな取組　ほか （定例総会前）

◎現地あっせん・夜間あっせんの実施 1/22◎ 2/26◎ 3/25◎　

-
 7
3 
-

●委員による講話 ●10/16～　月例無料労働相談会 ①現計画の成果の検証

◎労使団体での出前講座 ●10/14　学校での出前講座（専門学校） ②次期活性化計画案の検討（定例総会で決定）

●10/1～31　バス車内広告など

※　◎は従前からの取組、●は新たな取組を示す。 ●10/16～　審査・あっせん等終結事案研修会
●委員による講話を年３回へ
●10/16～　労働相談概要の定例総会への報告（毎月）

他県取組事例調査［班編成］
調査先 高知県 徳島県 島根県 新潟県

調査日 27.1.26 27.1.27 27.7.14 27.7.31

調 公益委員 小野寺会長・長谷川委員小野寺会長・長谷川委員長谷川委員長 小野寺会長

査 労働者委員 八幡委員 古門委員

者 使用者委員 佐藤委員 藤元委員

事務局 齋藤事務局長 齋藤事務局長 花山参事 齋藤事務局長

斉藤主査・菊池主査 斉藤主査・菊池主査 菅原主査 髙橋主任主査

次期活性化計画策定の準備・検討期間（他県取組事例調査の実施、次期活性化計画の検討（新たな取組の予算要求を含めた検討等）） 

次期活性

化計画の

策定 
（定例総会） 

●H28取組事業 

テレビ広告・番組出演、列車中吊り広告、ポスター・チラシ、

リーフレット・ポケットティッシュ、個別労働紛争解決研修


